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(1) 本章の総合商社とは，売上高上位 9 社(三菱商事，三井物産，伊藤忠商事，丸紅，住友商事，日商





(2) 総合商社の諸変化に関しては，山中豊国『総合商社ーその発展と理論 』文真堂， 1989年，商社機




(3) 大手総合商社 5 社の特別損失計上額は， 1994年 3 月期に財テクの損失処理などで， 3241億円にのぼ








































































『有価証券報告書総覧三井物産株式会社』大蔵省印刷局， 1993年 3 月， 21ページ。
132ページ，逸見啓・斉藤雅通『三菱商事・三井物産一国際化時代を生き抜く総合商社一』大月書店，
























































































業会社であれば，本体同士の M&A と異なり，他企業聞との M&A がよりスムーズにおこな
うことができる，などがある。
社内分社制度の経営的問題点は，第一に，過度のコスト意識による人員の削減は各部門の既























理と経営戦略一自律と分権を促す組織デザインー』ダイヤモンド社， 1996 年， 通産省産業政策局編
『企業組織の新潮流一急がれる持株会社規制の見直しー』大蔵省印刷局， 1995年，がある。持株会社


































































(9) 総合商社の子会社戦略に関しては，山中豊国編『現代流通論 5一日本の商社一』大月書店， 1996年，
































カラー一銀行・商社・損保の労働者たち 』新日本出版社， 1990年，を参照。 1994年 9 月から 1995年
9 月まで，三菱商事 (264人)， 三井物産 (449人)， 伊藤忠商事(162人)， 丸紅白70人)， 住友商
事 (297人)， 日商岩井 (278人)，トーメン (221人)，兼松 (210人)， ニチメン(131人)の人員削減
がおこなわれている。 (W商社レポート JI No. 149, 1996年 1 月。〕
-41-
